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陸上自衛隊中部方面隊と中日本高速道路株式会社及び西日本高速道路株式会社との

連携に関する実施協定 

 

（目的） 

第１条 この協定（以下、「本協定」という。）は、陸上自衛隊中部方面隊（以下、

「甲」という。）並びに中日本高速道路株式会社（以下、「乙」という。）及

び西日本高速道路株式会社（以下、「丙」という。）が、災害発生時の相互協

力における円滑な連携を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 本協定において使用する用語の定義は以下に定めるとおりとする。 

（１）「災害」とは、災害対策基本法第２条第１号に規定する被害をいう。 

（２）「災害派遣要請元」とは、甲に対し自衛隊法第８３条第１項に基づき災害

派遣を要請した府県知事その他政令で定める者をいう。 

（３）「甲の部隊行動地域」とは、東海地方（静岡県を除く。）、北陸地方、近畿

地方、中国地方及び四国地方をいう。 

（４）「被害情報」とは、甲、乙及び丙（以下「３者」という。）が保有する、甲

の部隊行動地域における被災地域の被害状況及び道路状況に関する情報（画

像情報を含む。）をいう。 

（５）「緊急復旧」とは、災害によりき損した構造物等について、その構造物等

が持つ本来機能を最低限確保する復旧をいう。 

（６）「連携訓練」とは、本協定に定めた内容が災害発生時に円滑に行い得るこ

とを確認するための訓練をいう。 

（７）「調整会議」とは、本協定に定めた内容が災害発生時に円滑に行い得るこ

とを確認するとともに、定期的な訓練をより効果的なものとするため、さら

には協定内容の修正等を協議する等の会議をいう。 

 

（災害発生時の連絡態勢の確立） 

第３条 ３者は、甲の部隊行動地域において災害が発生した場合、十分な情報を共

有しうる連絡態勢を確立させ、相互に協力し被害情報の共有化に努めること

とする。 

２ 前項に基づき確立する連絡態勢の具体的な内容は、３者協議の上で決定す

ることとする。 

 

（災害発生時における相互協力） 

第４条 次の各号に掲げるものは、甲が災害派遣を実施するに際し、相互に協力を

必要と判断した場合は、当該各号に定める相互協力について、災害派遣要請

元の要請を介さずに、自らが行う業務に支障のない範囲においてこれに応じ

るものとする。 

（１）被害情報の提供 



（２）乙又は丙：甲の救援活動に必要となる、乙又は丙の施設、敷地、資機材、

物資、通信回線を提供すること。並びに高速道路通行止め区間

及び緊急開口部を活用した甲の緊急通行車両を通行させること。 

（３）甲：甲の救援活動に必要となる、乙又は丙の道路、施設を緊急復旧するこ 

と。 

（４）その他被災地の救援活動に必要と認められる事項 

 

（訓練の実施） 

第５条 連携訓練は、３者協議の上、年１回以上実施することを原則とする。 

２ 訓練内容等については、３者協議の上、決定するものとする。 

 

（定期的な会議の実施） 

第６条 定期的な調整会議を３者協議の上、年１回以上実施することを原則とする。 

 

（情報管理の徹底） 

第７条 ３者は、本協定に基づいて知り得た情報については、公知の情報を除き、

３者協議の上、情報の秘密保持を徹底するものとする。ただし、事前に３者

が当該情報の開示について合意した場合は除く。 

 

（協定の有効期間） 

第８条 本協定の有効期間は、協定の締結日から１年間とする。なお、期間満了３

ケ月前までに３者のいずれかから変更又は廃止の申し出がないときは、本協

定は期間満了の日の翌日からさらに１年間継続するものとし、以降も同様の

ものとする。 

 

（対応窓口） 

第９条 本協定の運用に係わる事項についての対応窓口は、下記に定める通りとす

る。 

甲：陸上自衛隊中部方面総監部 防衛部 防衛課 運用班 

乙：中日本高速道路株式会社 保全・サービス事業本部 企画統括チーム 

丙：西日本高速道路株式会社 保全サービス事業本部  

保全サービス事業部 危機管理防災課 

 

（その他） 

第１０条 本協定は三通作成し、３者それぞれ署名の上、各一通を保管するものと

する。 

    ２ 本協定の運用に係る解釈として必要な事項は、３者の合意により別途解 

釈覚書を作成し保管する。 

３ 本協定の各条項の解釈について疑義が生じた場合、若しくは本協定の内

容の見直しが必要になった場合、又は本協定に定めのない事項が発生した



場合は、その都度３者協議の上、必要な事項について定めるものとする。 
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 甲  陸上自衛隊 中部方面隊 

        中部方面総監 陸将         （自署：荒川 龍一郎） 

 

 

 

 乙  中日本高速道路株式会社 

        代表取締役会長兼社長        （自署：金子 剛一） 

 

 

 

 丙  西日本高速道路株式会社 

        代表取締役会長兼社長        （自署：西村 英俊） 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 


